


簿記

問題1

次の取引について当社の仕訳を示しなさい。 会計期間は 1 年、 決算日は 3 月 31 日とする。

なお、 仕訳が不要な場合は「仕訳なし」と答えること。

(1) 当社は、 かねてより A 社振出しの約束手形 730,000 円を保有しているが、 満期日になっ

たのでA社に支払いを請求したところ、 手形の更改の申し入れがあったので、 これを承

した。 なお、 延長期間は90日で、 延滞利息（利率は年 2%) は手形の額面金額に含め

ることにした。 延滞利息は 1 年を 365 日として日割り計算する。

(2) 当社は、 業務用の車両の購入代金として、 月末に当月分の分割払い金 200,000 円を現金

で支払った。 この車両は本体価額 2,000,000 円であり、 代金は 10 か月の均等分割払い

（毎月の支払額は 200,000 円、 月末払い）の条件で購入したものである。 なお、 利息総

額 60,000 円は購入時に現金で支払い、 前払利息として処理した。 利息は毎月末の支払時

に定額で配分する。

(3)当社は、 退職者に対する企業年金の支給に備えて、 外部の年金基金に掛け金を拠出して

いる。 本日、 その年金基金から退職者に対して、 企業年金として現金 500,000 円が支給

された。 当社の退職給付引当金勘定の残高は 4,000,000 円である。

(4)当社は、 期首に定期預金（元金 300,000 円、 1 年満期、 利率は年 1%) を銀行に預け入れ

ていたが、 満期日になったので、 利息の手取額から源泉所得税 (20%) を控除した金額

を元金 300,000 円に加え、 それを新たな元金として 1 年満期で定期預金を継続すること

にした。 源泉所得税は仮払法人税等として処理する。

(5) 当社は、 備品 825,000 円（消費税込み、 消費税率 10%) を購入し、 代金は現金で支払っ

ていたが、 本日、 期末の決算にあたり、 その取引が末記帳であることが判明した。 また、

仮受消費税勘定の残高が 50,000 円ある。

-1-



問題2

次の資料に基づいて、 下記の設問に答えなさい。 会計期間は1 年、 決算日は3月31日と する。

なお、 商品売買は、 売上原価対立法（ 商品勘定、 売上勘定、 売上原価勘定を用いて記帳し、 販

売のつど売上原価勘定に振り替える方法）で処理する。 また、 為替差益と 為替差損は区別せず

に 、 為替差損益勘定で処理すること。

【資料】当 期中の外貨建取引等

(1)期首における前期繰越額のうち、 外貨（ドル） によるものは、 普通預金300,000円

(3,000ドル）、 売掛金200,000円(2,000ドル）、 商品100,000円(100個@10ドル）、 

買掛金150,000円(1,500ドル）である。

(2)商品60個＠12ドルで輸入し、 代 金のうち400ドル は普通預金から支払い、 残額は後

で支払うことにした。 当日の為替相場は1ドルあたり101円である。

(3)商品90個＠20ドルで輸 出し、 代金のうち1,000ドル は普通預金に入 金され、 残額

は後 で受け取ることにした。 商品の払出単価の決定は先入 先 出法 による。 当日の為替

相場は1ドルあたり102円である。

(4)機械を6,000ドルで輸入して使用を開始し、 代金は後で支払うことにした。 当日の為替

相場は1ドルあたり103円である。

(5)期首の買掛金のうち500ドル と、( 2)の代金のうち100ドルを普通預金から支払った。 

当日の為替相場は1ドルあたり104円である。

(6)期首の売掛金のうち1,000ドル と、( 3)の代金のうち200ドルが普通預金に入 金された。

当日の為替相場は1ドルあたり103円である。

(7)期末の決算 を行う。 商品の減耗損と評価損はなかった。 機械の減価償却は直接法で記帳

し、 減価償却費は定額法（耐用年数8年、 残存価額ゼロ）で計算して6 か月分を

計上する。 当日の為替相場は1ドルあたり102円である。

【設問】

次の各勘定に ついて、 決算整理後 の勘定残高を答えなさい。

① 普通預金 ② 売掛金 ③ 商品

④ 機械 ⑤ 買掛金 ⑥ 未払金

⑦ 売上 ⑧ 売上原価 ⑨ 減価償却費

⑩ 為替差損益
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原価計算

問題1

当社の京都工場では、 部門別個別原価計算を採用しており、 製造部門費は予定配賦率を使

用して各製造指図書に予定配賦している。 以下の資料に基づき、 設問に答えなさい。 計算上

生じる端数は、 計算の完了後に円単位で示されるよう四捨五入しなさい。

資料 当月の製造間接費に関連するデー タ

① 京都工場の原価部門は、 2 製造部門（製品加工、 組立部）と 1 補助部門（動力部）から構成

されており、 公式法変動予算を採用している。

② 各原価部門の年間の基準操業度および部門個別費予算額は、 次のとおりである。

部門個別費 製品加工部 組立部 動力部

固定費 4,800,000円 3,000,000円 1,020,000円

変動費 2,400,000円 1,350,000円 330,000円

合 計 7,200,000円 4,350,000円 1,350,000円

基準操業度 12,000時間 6,000時間 33,000kwh 

③ 工場全体の年間の部門共通費予算額は 3,000,000 円であり、 6: 3: 1 の割合で、 製品加

工部、 組立部および動力部に配賦する。 部門共通費は、 すべて固定費とする。

④ 動力部費は、 動力消費量を配賦基準として各製造部門に配賦し、 配賦額を各製造部門で

は変動費として処理する。 年間の基準操業度における各製造部門の動力消費量は、 製品

加工部が 24,000kwh、 組立部が 9,000kwh である。

⑤ 当月における各原価部門の部門個別費実際発生額、 実際操業度および各製造部門の実

際動力消費量は、 次のとおりである。

部門個別費 製品加工部 組立部 動力部

固定費 400,000円 250,000円 85,000円

変動費 181,800円 90,600円 24,400円

合 計 581,800円 340,600円 109,400円

実際操業度 900時間 400時間 2,400kwh 

実際動力消費量 1,750kwh 650kwh 

⑥ 当月における部門共通費の実際発生額は 250,000 円であり、 6: 3: 1 の割合で、 製品加

工部、 組立部および動力部に実際配賦する。 なお、 動力部費は実際動力消費量を基に各

製造部門に予定配賦している。

設問 1 製品加工部と組立部に対する動力部費の予定配賦率 （円/kwh) を答えなさい。

設問2 製品加工部門の①予定配賦額および②配賦差異 （総額） を計算しなさい。 なお、 配

賦差異が有利差異であれば（有利） 、 不利差異であれば（不利） と明示すること。
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問題2

当社は、 製品Xを生産しており、 総合原価計算を実施している。 以下の資料に基づき、 設

間に答えなさい。 計算上生じる端数は、 計算の完了後に円単位で示されるよう四捨五入しな

さい。

資料 1 当期の生産デー タ

月初仕掛品

当月投入

合

月末仕掛品

900kg (1/3) 

5,400kg 

6,300kg 

1,500kg (2/5) 

4,800kg 

注 カッコ内は加工進捗度を示す。

資料 2 期の原価デー タ

月初仕掛品原価 材 料

加 工

540,000 円

102,000 円

当 月製 用 材 料 2,484,000 

加 2,652,000 円

資料3 当社の原価計算の概要

① 材料はすべて始点で投入されて、 平均的に加工される。

② 原価配分方法は平均法による。

問 1 月末仕掛品原価の①材料費と②加工費を答えなさい。

設問2 完成品総合原価の①材料費と②加工費を答えなさい。
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